
農林水産省では
米国による関税措置に伴い

農林水産物・食品の輸出に関する
特別相談窓口を設置しています

メールからのお問い合わせは、右のQRコードから入って、お問い合わせください。

地方農政局等
北海道農政事務所（生産経営産業部 事業支援課） 011-330-8810

東北農政局（経営・事業支援部 輸出促進課） 022-221-6402

関東農政局（経営・事業支援部 輸出促進課） 048-740-0387

北陸農政局（経営・事業支援部 輸出促進課） 076-232-4233

東海農政局（経営・事業支援部 輸出促進課） 052-223-4619

近畿農政局（経営・事業支援部 輸出促進課） 075-414-9101

中国四国農政局（経営・事業支援部 輸出促進課） 086-230-4258

九州農政局（経営・事業支援部 輸出促進課） 096-300-6363

沖縄総合事務局（農林水産部 食料産業課） 098-866-1673

農林水産省輸出・国際局
輸出支援課(特別相談窓口)

平日10時～12時、13時～17時祝祭日、年末年始を除く
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https://www.jetro.go.jp/news/announceme
nt/2025/028d1921932c0ee1.html

米国関税措置等に伴う
日本企業相談窓口（JETRO）

北米地域等を専門とする専門家を配
置し、広く日本企業からの個別相談

対応に当たります。

こちらもお役立てください！

更に詳細な情報や品目ごとのお問い合わせが必要な場合には、
最適な相談先をご紹介いたします

農林漁業者、食品産業等の事業者の皆様へ

資料３
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